




  

 当第２四半期累計期間におけるわが国の経済状況は、一部で生産や株価回復の動きがあったものの、世界的な金融危機

が及ぼす影響は根強く、企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷など、引き続き厳しい状況にあります。 

 このような環境のもと、インターネットビジネス市場は、総務省発表のブロードバンドサービス契約数が平成21年６月

末で3,093万件と平成21年３月末比60万件増加しており、拡大基調が続いております。 

 また、総務省において、地方公共団体が業務システムを低廉かつ効率的に利用できる環境をASP・SaaS形式で提供する

「自治体クラウド」計画が進行するなど、コスト、業務プロセスなどの削減効果が見込めるASP・SaaSの普及促進が期待

されています。 

 このような状況の中、当社は、給与明細書の発行に係るコスト削減を実現する「給与明細書電子化サービス」等による

情報資産管理ASP/SaaS「スパイラル(R)」の利用シーンの拡大が功を奏し、平成21年８月31日時点における有効アカウン

ト数は、前期末1,362件より162件増加と順調に推移し、1,524件となりました。 

 研究開発活動につきましては、お客様のご要望をもとに、積極的に「スパイラル(R)」の機能強化を進めてまいりまし

た。複数のデータベースをつなげ、見込み度の高い顧客に対して思い通りのマーケティング活動を実現する「リレーショ

ナルデータベース」、FAQ等のリスト情報とその公開ページのHTML情報を一元管理できる「DB連動型Web一覧表」、携帯電

話のGPSサービスにより「利用者が今いる場所」ごとに情報を送り分ける「GPSロケーションマッチ」等、利用シーンの拡

充に努めました。  

 以上の結果、当社平成22年２月期第２四半期累計期間の状況につきましては、売上高は553百万円（前年同期比7.9％

増）、営業利益は116百万円（前年同期比9.9％減）、経常利益は116百万円（前年同期比10.2％減）、四半期純利益は67

百万円（前年同期比9.8％減）となりました。 

 

  

  

（１）財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度に比べ63百万円増加し、1,123百万円となりました。こ

れは主に、売上高の増加に伴い現金及び預金が25百万円増加し、人員増に伴う本社事務所拡張および新機能リリー

スに伴うソフトウェアの資産計上により固定資産が32百万円増加したことによるものです。 

 負債の部では、前事業年度に比べ7百万円減少し、155百万円となりました。これは主に、未払法人税等が8百万

円、および未払消費税等が7百万円減少したことによるものです。 

純資産の部では、前事業年度に比べ70百万円増加し、968百万円となりました。これは主に、四半期純利益67百

万円を計上したことによるものです。 

  （２）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ25百万円

  増加し、843百万円となりました。各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られた資金は、税引前四半期純利益116百万円の計上及び、

法人税等の支払60百万円等により66百万円（前年同期比2.8%増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動の結果支出した資金は、本店事務所の改装等による有形固定資産の取

得による支出25百万円等により40百万円（前年同期比229.1%増）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における財務活動の結果得られた資金は、ストック・オプションの行使によるもので

す。 

 当第２四半期累計期間におきましては、有効アカウント数は順調に推移いたしました。 

 しかしながら、景気悪化に伴い企業が積極的な販促投資を控えた影響等により、大型案件の受注が想定を下回ったた

め、平均単価が減少し、売上高は伸び悩む結果となりました。 

 第３四半期以降につきましては、引き続き新入社員の育成により営業力を強化し、新機能を訴求した利用シーンの拡充

や顧客満足度向上の施策を展開することによって、生産性の向上を図ってまいります。加えて、研究開発活動を推し進

め、さらなるサービスの付加価値向上に努めてまいります。 

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報

３．業績予想に関する定性的情報
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 以上を踏まえ、第10期（平成22年２月期）通期の業績につきましては、有効アカウント数は堅調に推移するものと見込

んでおりますが、景気の先行きは依然不透明であることから、引き続き大型案件の受注が想定を下回る可能性を考慮し、

売上高1,140百万円（前年同期比10.2％増）、営業利益213百万円（前年同期比15.2％減）、経常利益213百万円（前年同

期比15.5％減）、当期純利益126百万円（前年同期比13.5％減）に修正しております。詳細は、平成21年９月30日付開示

「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。 

１）固定資産の減価償却の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

２）一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるた

め、前事業年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

３）棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積もり、簿

価切下げを行う方法によっております。 

４）法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

    法人税等の納付税額の算定並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定に関して、加味する加減算項目や税

額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。  

 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」

に従い四半期財務諸表を作成しております。 

     棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、当第１四半期会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主

    として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

    ております。 

    これによる損益に与える影響はありません。 

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更
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５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年８月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 843,575 817,881 

売掛金 145,658 145,409 

仕掛品 1,613 1,848 

その他 16,889 11,781 

貸倒引当金 △2,145 △2,190 

流動資産合計 1,005,591 974,730 

固定資産   

有形固定資産 54,265 35,630 

無形固定資産 19,400 5,301 

投資その他の資産   

差入保証金 43,736 43,731 

その他 1,524 1,554 

貸倒引当金 △1,420 △1,352 

投資その他の資産合計 43,840 43,933 

固定資産合計 117,507 84,864 

資産合計 1,123,098 1,059,595 

負債の部   

流動負債   

未払金 19,431 13,351 

未払費用 58,019 53,860 

未払法人税等 54,263 62,343 

未払消費税等 9,915 17,211 

その他 12,038 10,682 

流動負債合計 153,668 157,449 

固定負債   

繰延税金負債 1,392 4,646 

固定負債合計 1,392 4,646 

負債合計 155,060 162,095 
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年８月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 186,818 186,791 

資本剰余金   

資本準備金 96,818 96,791 

資本剰余金合計 96,818 96,791 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

プログラム等準備金 13,733 16,882 

繰越利益剰余金 657,667 586,775 

利益剰余金合計 671,400 603,657 

株主資本合計 955,036 887,239 

新株予約権 13,000 10,260 

純資産合計 968,037 897,500 

負債純資産合計 1,123,098 1,059,595 
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（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 553,621 

売上原価 70,205 

売上総利益 483,415 

販売費及び一般管理費 366,813 

営業利益 116,601 

営業外収益  

受取利息 157 

雑収入 85 

営業外収益合計 242 

経常利益 116,844 

税引前四半期純利益 116,844 

法人税、住民税及び事業税 52,281 

法人税等調整額 △3,180 

法人税等合計 49,101 

四半期純利益 67,742 
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（第２四半期会計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 277,281 

売上原価 39,745 

売上総利益 237,535 

販売費及び一般管理費 177,789 

営業利益 59,745 

営業外収益  

受取利息 157 

雑収入 85 

営業外収益合計 242 

経常利益 59,988 

税引前四半期純利益 59,988 

法人税、住民税及び事業税 30,413 

法人税等調整額 △5,788 

法人税等合計 24,625 

四半期純利益 35,363 
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 116,844 

減価償却費 8,110 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23 

受取利息及び受取配当金 △157 

売上債権の増減額（△は増加） △249 

たな卸資産の増減額（△は増加） 235 

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,295 

その他 8,765 

小計 126,276 

利息及び配当金の受取額 157 

法人税等の支払額 △60,185 

営業活動によるキャッシュ・フロー 66,248 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △25,308 

無形固定資産の取得による支出 △15,295 

敷金及び保証金の差入による支出 △165 

敷金及び保証金の回収による収入 160 

投資活動によるキャッシュ・フロー △40,608 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

ストックオプションの行使による収入 54 

財務活動によるキャッシュ・フロー 54 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,693 

現金及び現金同等物の期首残高 817,881 

現金及び現金同等物の四半期末残高 843,575 
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 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四

半期財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間損益計算書 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成20年3月1日 
至 平成20年8月31日） 

区分 金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高       513,102  100.0

Ⅱ 売上原価       75,928  14.8

売上総利益       437,173  85.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費       307,694  60.0

営業利益       129,479  25.2

Ⅳ 営業外収益       609  0.2

経常利益       130,089  25.4

税引前中間純利益       130,089  25.4

法人税、住民税及び事業
税  59,872           

法人税等調整額  △4,891  54,981  10.7

中間純利益       75,108  14.6

        

- 2 -



  

（２）中間キャッシュ・フロー計算書

  
前中間会計期間 

（自 平成20年3月1日 
至 平成20年8月31日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前中間純利益  130,089

減価償却費   5,361

貸倒引当金の増加額 
（△は減少額）  1,200

受取利息及び受取配当金   △609

株式報酬費用  1,842

売上債権の増加額   △31,924

たな卸資産の減少額 
（△は増加額）   682

未払消費税の増加額 
（△は減少額）   1,405

その他   17,190

小計  125,239

利息及び配当金の受取額   609

法人税等の支払額   △61,382

営業活動によるキャッシュ・フロー  64,467

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △9,650

無形固定資産の取得による支出   △2,527

敷金保証金の差入による支出   △160

投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,337

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

財務活動によるキャッシュ・フロー     ― 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  52,129

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  676,855

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高   728,984
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